












がら， また最も完成度の低い領域でもある。 しかし， それでも次のような一定




































但し， エルスターによれば， マルクスは政治システム それ自体の中から権力が
発生しうるという認識まで到達しておらず， 政治権力の源泉を， 物理力もしく
はより一般的にいっても経済的人的な権力に限定している点で， I権力の狭い，





る注60 これは， 国家を戦略的相互作用が起きる制度的領域とし， 分析方法と
して合理的行動者を主体とするゲーム理論を適用するアプローチである。 この

















るためには， 国家が必要だからである。 マルクス主義は， 階級対立の消滅とと
もに国家は死滅するとしていたが， 労働者階級の権力樹立という路線は， 現存
社会主義において国家が肥大化するという逆説的な事態を招いた。 やはり必要














いつつ， それぞれに反論している。 第1に， 自由主義理論によれば， 公共財供
給についての選択における個人の静的な選好は， 少なくともかなり多くの個人
の場合には， 囚人のジ レンマにおける選好とおなじものになるとされるが， こ
のことは必ずしも真とはいえず， 限定付きでいえるに過ぎない。 公共財供給の
問題は， 保証(assurance) ゲーム， チキンゲームによっても表現でき， これら
のゲームでは協力の可能性はより大きくなる。 第2に， 一歩譲って， 自由主義
による第1の主張を認め， 囚人のジ レンマの選好を前提すると， 個人は そのよ
うな状況の下では， 自発的に協力することはないことになる。 もしこの問題が
一回限りの囚人のジ レンマ・ゲームとして記述されるなら， この第2の主張は
正しいことになる。 しかし， プ レーヤーが将来の利得を割り引いて行動するスー
パーゲームとしてこの問題を動的に記述するなら， 第2の主張は必ずしも真で
はなくなる。 即ちスーパーゲームの場合には， ある条件の下では協調行動をと













討している注11。 まず， 市場経済において競争しあう企業が 社会秩序の維持に
必要な財・サービスを提供すればよいというアナルコ・キャピタリズム(テイ

















プシェヴォスキは， 民主主義の持続可能性を検討している注13 0 彼によれば，
民主主義は全ての行動主体が自らの利益を競争と不確実性に従属させるシステ
ムであり， そのもとで敗者がいかに民主的な過程の結果に応諾(comply) でき












J・コー エン注15) もあるが， その想定一一一(1)発話の意図は真偽のいずれかで
あり， (2)それに直面したとき， 真が受け入れられ， (3)発話は利害から離れたか
たちでなされるーーは， プシェヴォスキによれば， 非現実的である。 むしろ， 互
いの利害が対立すると認識した方が， 解決が一層困難になることもある(ハー










収飲していく， もしくは討議を通じて一致点が得られるなら， 誰もが その結果
を容易に受け入れるだろう。 しかし， 民主的過程を通じて敗者は自らの利害を
全く実現できないとしたら， なぜこの敗者は その結果に応諾するのか。 民主主
義の内実を敗者による結果への応諾と捉える観点に立てば， 民主主義の持続性
は， この応諾のメカニズムに依存することになる。 そこで， 応諾の意味を確認
する必要がある。 応諾の意味については， 3つの見解がある。
まず， 民主主義を道徳的な観点から説明しようとする議論がある。 そこでの






次に， 民主主義は， 交渉または契約に基づくという考え方がある。 この理解
では， その締結事項を破った者を罰する第三者の存在によって結果は実効的に
なる。 しかし， プシェヴォスキによれば， 民主主義が契約であるという考えは
論理的に矛盾する。 なぜなら契約は， 第三者によって外側から強制されるから












き， 民主主義は強固になる。 では， どのようにして自発的で非中心化された応
諾が作動するのか。 特に， 現時点では敗北することがわかっている者が， 民主
主義システム自体を転覆せずに， 自己に不利な結果に応諾するのはなぜか。 プ
シェヴォスキはここで， 民主主義の有する将来に対する不確実性を強調してい
る。 将来に対する不確実性を前提とすると， 民主的制度の存続は， 各政治勢力
に長期的視野をあたえる。 その場合， 現時点では敗北しでも， 体制を転覆した
ときの価値と， 次回以降に勝利したときの価値を比較して後者の方が大きいの







































同居している。 さらに共産主義革命については， この目的論的， 願望的な思考






















theor y)注22によって説明している。 この合理性の希薄理論は， 新古典派のミク
ロ経済学の基礎にもなっているもので， 次の3つの特徴をもっている。 第1に，
合理性は， 一貫した所与の態度と信念に対して相対的に決まり， その信念から
する目標を達成しようとする主体の行動は道具的C instrumental) である。 第
2に， 主体は利己主義的である。 第3に， 主体に影響する誘因の範囲は限定さ
れている。
次に， 共同体とは次の3つの性質を持つ社会で、ある。 第1に， 成員は， 信念」













現れる。 利他主義的な動機(マルゴリス )注23， rもつことJに対する「すること」












































































(井戸 1994. 191頁注27。 若干加筆)







不篠定 れていない (1936) 
労働運動の分裂
自然発生的労使紛争
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井戸 1994は， 従来のコーポラテイズム論と対比しつつ， プシェヴォスキの


























第lに， 政治と経済， または国家と資本主義の関係については， 後者から前者
を一方的に規定することはなく， また全く両者が同等な相互関係にあるとみる
わけでもない。 即ち， 国家， 資本， 労働という3者の間の戦略的な相互関係に
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注l 加藤1993， 176-8頁。
注 2 Cohen 1978. 
注 3 Wright 1985， pp.122-3. 
注 4 米国の主流派たる行動論的政治学では， r国家」概念の復権傾向がみられ， 70年代中期には，非
マルクス主義的ないし脱マルクス主義的な「新国家論(Neost at is m)Jが登場している(中谷1993。
なお真沸I 1987は， これを「制度論」の復活として位置づけている)0 AMの国家論を. 行動論政治
学における国家概念への着目とマルクス派における国家中心主義的アプローチへの移行という 2 つ
の傾向の交錯の中に位置づけることもできょう。
注 5 Elster 1985a， pp.398- 428. 
注 6 Przeworski 1990， pp.98-9. 
注 7 T aylor 1987. 邦語での紹介文献としては， 盛山1994， 76-82頁。
注 8 テイラーの議論は， 秩序問題と社会的ジレンマの両テーマの合流という社会学における最近の
傾向のーっとみることもできる。 盛山1991， 参照。
注 9 森村1987も， ホップズの自然状態をゲーム論的に解釈し， 国家の自明性， 法の存在理由を反
省させる手がかりを見いだしている。
注10 囚人のジレンマのスーパーゲームについての邦語文献として， 鈴村1982， 第2章。
注11 Taylor 1982. 
注12 C arl i ng 1986は， テイラーの立場を「合理的選択アナーキズム」と呼んでいる (p.62)。
注13 本項は， Przeworski 1991a にもとづく。
注14 Arrow 1951. 
注目 Cohen， J. 1989. 
注16 Hirschman 1985. 
注17 Schmitt 1985. 
注目 Przeworski 1991， p.95. 
注19 Elster 1985， pp.428- 46. 
注20 社会運動論の領域では， 従来の集合行動論に対して資源動員論が台頭している。 資源動員論の
特色は， オルソンの集合行為論(Olson 1983) に典型的なように， 個人の合理性を前提としている
点である。 AMの革命論は， 資源動員論と同じ流れに属しているといえよう (資源動員論について
は， 長谷川1985， 塩原1989， 片桐1995を参照)。 また， 米国政治学における行動論的革命論につ
いては， 土屋1986を参照。 森脇1987は， 政治行動をミクロ経済学の手法を用いて分析しようとす
るアプローチを「新政治経済学」とよび， ベトナム村落社会における農民行動を合理的選択アプロ
ーチで説明したポプキン(T aylor 1988 に寄稿している) をとりあげている(9-1 5頁)。
注21 Skocpol 1979. 
注22 Cf. Elster 1983 a， ch. 1. r希薄な」という用語は， ロールズからのものである。
注23 M argolis 1982. 
注24 Scitovsky 1976 
注25 Benn 1979. 
注26 東欧やラテン・アメリカにおける政治・経済改革を扱ったPr田worski 1991 では， 同じく「移
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注27 Przeworski 1985a. ch.5 をもとに井戸氏が作成。
注28 Przeworski 1985a. ch.3 
注29 AMの論者は， 方法論的個人主義によってすべての社会現象が説明できると考えているわけで
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したとされる。 しかしこの議論では， 50年代から70年代にかけて， ソ連型経済
が それなりに持続し， 80年代に入って急激に失速した事実をうまく説明できな
い。 レーマーはむしろ， 経済成長が技術革新に依存する程度が 80年頃からにわ






ムの試みである。 但し実は， 市場社会主義の模索は， 現存社会主義体制と同じ












由。 (ただし， レーマーは， 経済への国家介入を全く否定しているわけではな
い。 福祉国家的な施策や， 投資の正の外部性， 公共財の供給， 市場の不完全性
の面からの国家による投資計画の必要性から， 市場社会主義で、は経済への国家
介入が存するとしている注60 )
なお， 失敗したのは ソ連型の中央集権的な社会主義だけでない， 市場経済を
導入した経済や自主管理型の社会主義も失敗したのであり， 市場社会主義の失







ある。 第2のタイプは， 企業は利潤の最大化を目的とし， 役員会で選出された
経営者が責任をとるが， 諸個人による「公的」注B企業への現金での投資を禁じ
ることによって， 社会主義の性格をとりいれようとする。 第3は， 資本主義的
企業の法律上の所有権は不変にしたままで， 役員会の構成比率を民主的参加を
反映させるよう変更したり， 労働組合， 消費者団体， 環境保護団体などあらゆ


























がある注11。 この種の企業では， 成員一人当たり所得の最大化が基本原 理とな
るため， 生産物価格が上昇した場合， 最適な雇用者数は減少し， よって供給も
減少してしまうという議論である。
これに対しモーンは， 労働者協同組合では上述の定義にあるように， 成員に














戦略をとってしまうという点で， 囚人のディ レンマの状況になっている。 個人
の利己的な動機を前提にしたままで， 協同を実現する可能性としては， 次の2


















えば， 当該企業の労働者が出資する内部金融こ そ本来的な方法であろう。 内部
金融は， 成員の提供した資本に対する権利が償還， 譲渡できる場合と， 協同組
合企業全体の所有となる場合に分けられる。 前者の場合は， 労働者が自らの投
資を自分の企業に集中した場合に極めて大きなリスクにさらされてしまうし，




















その効果を検討している注12 0 ある経済環境が設定され， それに資本主義と市
場社会主義をあてはめた場合， 厚生水準がどのようになるかという分析方法が
とられる。 その経済環境は次の通りである。財は1種類のみで， 所与の技術の







で， 第O. 1. 2日とよぷ 。財の消費は第 0日と第2日に， 負の公共財の産出
と消費は第2日に仔われる。第2日には， モデルの外部からの要因による様々
















け取る。 こうして第O日に， 市民が第1日の投票の帰結を予知でき， 企業の株
価と利子率を知っているなら， 期待効用を最大化するポートフォリ オと消費計
画を選択できる。 企業が第2日の生産で行う投資の水準については， ある企業




増加させるが， 一方では各市民の効用を低下させることになる。 こうしてト レー
ド・ オフになるが， 負の公共財の何らかの最適水準があるはずである。
図4 レーマー・モデルの株式市場経済(Roemer1994b， p. 63) 
第O日 第1日 第2日










レーマーは， 数値例による計算を試みている。 ここでÀ(O<Àく1 ) を，
負の公共財水準の政治的決定において， 富者の効用に付加されたウェイトとす
る。 資本主義， 市場社会主義均衡の両者について， Àの値を変化させた場合の，
負の公共財の水準， 貧者， 富者 それぞれの期待効用， 効用の社会的総計が計算
される。 これによれば， Àの値が上昇する， 即ち富者の影響力が増大した場合，
資本主義経済では， 貧者の効用は下がり， 富者の効用は上がり， 負の公共財の
水準は高くなる。 これに対し， クーポン経済では， 貧者の効用は上がり(À=.





























モニターの役割を果たすことになる。 但し レーマーのモデルでは， 銀行は公有










力の維持が図られる。 こうして， クーポン経済による市場社会主義は， 資本主
義と同等の企業競争と効率性を発揮できるという。
- 185 (185) 
このレーマーによる市場社会主義の青写真に対しては， そも そも実行不可能
であるという批判が提出されているし注目， 他方で左翼からも批判が出されて
いる注16。 このモデルでは企業間競争を保全しているが， 競 争原理は 資本主義
の害悪の根本であるし， また， 経済の領域に民主主義を拡大することが求めら










らに， 共産主義の理想を達成するには， 社会主義を経由する必要さえなく， む
しろ資本主義体制を経由した方がはやいと主張している注190
まず概念の定義として， 社会主義は， 労働者による生産手段の集団的所有を
意味し， 共産主義は， 万人の基本的必要が満たされ， 各人の取り分が労働貢献







必要だという結論を導くことにはならない。 なぜなら， 共産主義は そも そも利



















可能なのか。 それは基本所得Cbasic income)の漸進的拡大である。 基本所得
または普遍的補助Cuniversal grant)は， 資力調査や労働要件なしに全ての個
人に無条件に支給される， 一種の最低所得保障である注21。 しかし， 基本所得
は他の社会所得と以下の点で異なる注22 0
間接賃金は， 労働貢献と間接的に結び、ついている。 即ち， 労働する能力がな








も申請しない人々が生じてしまう。 また， 保証所得の水準以下の人は， 労働供
給のいかんにかかわらず一定の保証所得が得られるので， 労働への誘因を阻害












基本所得と他の社会所得の比較(Van Parijs 1992b， p.484による )図5
線税
・
移 転 後 の 所得
課税・移転前の所得
基本所得















































































職場での ) 参加， 民主主義が， 第2の類型では(短期的な目標としての ) 経済
厚生の平等が， 第3の類型では実質的自由が， 社会主義のめざすべき理念となっ
ている。







ている注33。 第1は， 市場が拡張的に利用される市場社会主義である。 市場競
争を抜きにしてイノヴェーションを実現することは， 少なくとも現段階では不
可能であるという認識がある。 第2に， 人間性は現代の資本主義における状態
と何ら変わらないと想定する。 即ち短期においては， 社会主義的な経済的， 文
化的政策による「社会的人間」の生成を前提としない。























注 1 Roemer 1994b， ch.3. 
注 2 Roemer 1994b， ch.5 
注 3 Roemer 1994b， ch.4 
注 4 Roemer 1994b， ch.2 
注 5 また， 意思決定が公的になされるべきであるという代表民主主義的な観点からの公的所有支持
説がある。 レーマーはその結論は一応是とするが， その根拠を生産者による自主的決定ではなく，
むしろ投資に伴う外部性に求めている。
注 6 Roemer 1994b， ch.11 
注 7 Roemer 1994b， ch.6. 
注 8 カギ括弧っきになっているのは， 国家による直接的な所有ではないが， 一部少数者が企業を排
他的に私有することがないという意味で， 公的だからである。
注 9 特に， 第3に挙げるファン・パリーの基本所得論は， 参加よりも分配の仕方に焦点が置かれて
いる点で， レーマーの分類とは異なるが， 資本主義的生産関係を基礎にしている点で， 共通してい
るとみることもできょう。
注 10 以下， Elster=Moene 198 9， ch.1による。
注目 この部分のみ， Moene 198 9， ch.5. 労働者参加企業における短期供給曲線の右下がり傾向に
ついては， 中谷 1977。
注 12 Roemer 1994b， ch.8 
注目 Roemer 1994b， ch.9. 
注 14 ソフトな予算制約問題の解決を目的とするパルダンの提案では， 公的な企業は日本の企業系列
のようなグループに分属され， それぞれのグループがメインパンクをもっ。 この銀行が企業に資本
を調達するとともに， その経営を着実にモニターするCBardhan 1993b)。
注目 Shleifer & Vishny 1994 . 
注 16 Roemer 1994b， ch.14 
注 17 Bardhan & Roemer 1994 
注 18 Roemer 1994b， ch.14 
注 19 本項は主として， Van Parijs 1992a， b， 93aによる。
注20 Van Parijs 1993a， pp.156-60 
注2 1 Van Parijs 1992a， p.3 
注22 社会所得の諸形態については， 高山 1980， 第5， 6章， 村上1984， 第3章， 岸本 1986， 第
6章を参照。
注2 3 Van Parijs 1993a， p.161  
注24 Van Parijs 1985b， p.102， note4 
注25 Van Parijs 1992a， pp.6-7 
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いる。 Cf. Van Parijs 1 992a， pp.17 -21 ， 1 995a. 
注27 Przeworski 1 991a， ch.3. 但し， プシェヴォスキは他方で， 市場社会主義と社会民主主義のど
ちらを選ぶべきかという点については留保している。 ibi d. p.133. 
注28 Roemer 1 994b， pp.53-4 .  
注29 Moene=Wallerstein 1 993. 
注30 Van Parijs 1 993a， p.234 .  
注31 Weisskopf 1 993. 
注32 Van Parijs 1 992a， p.7 ，  Roemer 1 994 a， p.301 . 
注33 Roemer 1 994b， p.46. 
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